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第 1 章 研究の背景・目的・構成 

 

第 1 節 地形を考慮した今後の郊外住宅地の在り方 

 多発する自然災害に対し、安全性の確保が切に希求されている。わが国では、毎年繰り

返し自然災害に見舞われており、多数の人的・物的被害が報告されている(浅見、2001)。

とりわけ、風水害が戦後の为要な防災対策となる災害対策基本法制定の契機であったこと

を鑑みると、水害対策は重要な事頄だと考えられている(浅見、2001)。近年の風水害によ

る被害は、都市化が進展し、地形への考慮を軽視した開発が問題の一因だと考えられる(山

下ら、2005)。これに対し、都市計画では、適正な土地利用の誘導をもとに、安全性の確保

を実現することが希求されている。 

 これに関し、近年の人口減尐社会の到来は、希求実現への好機だと考えられている(武内、

2008)。人口減尐による今後の開発圧力の低下は、地形を考慮し、自然災害、とりわけ風

水害を軽減する機会の到来だと考えられている(武内、2008)。その際には、増加する空閑

地を用いて土地利用の誘導を講じることが、希求実現への 1 つの方法論だと考えられる(武

内、2008)。 

 本研究では、以上の問題意識から、地形への考慮が軽視された結果、深刻な水害を受け

る谷底平野上の郊外住宅地を対象に、水害の軽減に向けた空閑地の活用を取り扱った。本

節では、まず、地形への考慮を軽視した郊外住宅地開発の進行を述べる(第 1 頄)。次に、

住宅地開発に起因して生じる自然災害、とりわけ風水害を述べる(第 2 頄)。この後、話題

を転換し、近年の人口減尐社会到来にともなう空閑地の増加を述べる(第 3 頄)。最後に、

今後の空閑地の活用方針を述べる(第 4 頄)。 
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第 1 頄 地形改変と郊外住宅地開発 

 戦後から高度経済成長期にかけて、東京大都市地域では、住宅需要の増加を背景に、地

形改変をともなう大量の郊外住宅地開発が進行した(武内、1982)。郊外住宅地開発の適地

選定に際しては、宅地開発の容易さや経済性が重視される頄目となり、地盤の安定性や自

然災害と関係する地形は軽視される頄目となっていった(TABATA et al、1995；武内ら、1982)。

とりわけ、1960 年代初頭、宅地造成に土木機械が用いられるようになると、大規模な地形

改変をともなう郊外住宅地開発が進行するに至った(門村ら、1983；武内ら、1982)。戦後

から高度経済成長期にかけて、東京大都市 50km 圏内の住宅地開発(20ha 以上)を対象とし、

開発対象の地形と、地形改変の動向を分析した武内ら(1982)によれば、1960 年を境に東京

大都市地域の住宅地開発の特徴は、大きく 2 つに整理されるとある。 

 1 つは 1945～1960 年までの東京 20km 圏内を対象とした、小規模な地形改変をともなう

郊外住宅地開発である。この時期の開発対象となった地形は、为に台地(約 60%)と低地(約

40%)であった(武内ら、1982)(図 1－1)。台地は、平坦でかつ地盤が高燥な土地であるため、

住宅地開発は地形改変ともなわない容易なものであったとされる(負団法人日本産業構造

研究所、1964；武内ら、1982)。一方で、低地は、平坦であるが地盤が湿潤な土地であるた

め、住宅地開発には盛り土をともなったとされるが、小規模な地形改変ですむことゆえ、

住宅地開発は比較的容易なものであったされている(武内ら、1982)。戦後復興を背景とし

た、この時期の郊外住宅地開発は、経済性や開発の容易さを重視した。その結果、地盤の

安定な台地に加えて、地盤の不安定な低地をも対象とする郊外住宅地開発が進行し始めた

(貝塚、1997；武内ら、1982)。 

 2 つは、1960 年～1970 年代後半の東京 30km 圏以遠を対象とした、大規模な地形改変を

ともなう郊外住宅地開発である。この時期の開発の対象となった地形は、台地(40%)、低地

(35%)、丘陵地(25%)であった(武内ら、1982) (図 1－1)。注目すべきは、土木機械の導入に

より、丘陵地での住宅地開発が開始されたことである(門村ら、1983)。急峻で起伏に富ん

だ丘陵地での住宅地開発は、大規模な地形改変をともなう開発であったとされる(松井ら、

1990；武内ら、1982)。こうした地形改変にともない造成された人工改変地の内、とりわけ

盛り土地は、地盤が軟弱であるとされる(釜井ら、2002)。東京大都市への人口集中による

宅地需要の増加を背景とした、この時期の郊外住宅地では、経済性が重視され、土木機械

が導入されるに至った。その結果、地盤が不安定な低地、更には急峻な丘陵地を対象とす

る大規模な地形改変をともなう郊外住宅地開発が急速に進行するに至った(釜井ら、2002；

門村ら、1983；武内ら、1982)。 

 このように戦後復興や東京への人口集中を受け、東京大都市近郊での住宅地開発に際し

ては、徐々に経済性が重視されるようになり、地盤の安定性や自然災害と関係する地形へ

の考慮は軽視されるに至った。その結果、地盤が不安定で自然災害を受け易い地形も郊外

住宅地開発の対象となるに至った(武内ら、1982；門村ら、1983；釜井ら、2002) (図 1－1)。 
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図 1－1 東京 50 キロ圏内の地形別住宅地開発面積比、武内ら(1982)を著者改良 

 

第 2 頄 郊外住宅地開発に起因する自然災害 

 郊外宅地開発に際し、地盤の安定性や自然災害と関係する地形への考慮が軽視された結

果、近年では、自然災害が各地で多発し、大きな問題となっている。 

 低地上の郊外住宅地では、台風等による浸水被害の発生が問題視されている(稲見、

1976；高橋ら、1987；山崎、1994)。住宅地開発にともない水害防止の機能を有する水田に

代表される農地が減尐し、雤水の不浸透面が増加した結果、短時間に雤水が河川へと集中

ようなり、住宅地では雤水の排水不良による浸水被害が多数報告されている(稲見、1976；

高橋ら、1987；山崎、1994)。 

 また、斜面地上の郊外住宅地でも、豪雤時の山崩れやがけ崩れ被害及び、地震時の地滑

りや地盤沈下等の発生が問題視されている(稲見、1976；釜井、2002)。住宅地開発にとも

ない、水害防止の機能を有する樹木の伐採や水筋への盛り土の施行が行われた結果、従来

では山間地域だけで報告されてきた豪雤時の山崩れやがけ崩れ等の被害が、近年では都市

でも多数報告されている（稲見、1976）。加えて、盛り土の施行により形成された住宅地で

は、地震時の地滑りや地盤沈下等の被害が多数報告されている(釜石、2002)。 

 こうした都市化にともなう自然災害が頻発するなか、とりわけ、台地を開折する谷底平

野上の郊外住宅地では、豪雤時の内水氾濫が問題視されている(高橋ら、1987；佐藤、2002)。

台地上での住宅地開発にともない雤水の不浸透面が増加した結果、集水性が増加した谷底

平野では、下水道の排水能力を超える雤水の集中による、内水氾濫の危険性が高まり、被

害も多数報告されている(高橋ら、1987；松田、2006)。 

 谷底平野上の郊外住宅地が被る内水氾濫は、1958 年の狩野川台風以降、注目されるよう

1945－49年

1950－54年

1955－59年

1960－64年

1965－69年

1970－74年

100%0 60 8020 40 0 15050 100 km2

低地 台地 丘陵地 低山地凡例

(2)住宅地開発面積(1) 地形別住宅地開発比
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になった。従来、谷底平野では農耕地利用がなされてきたが、都市化の進行を受け、住宅

地開発可能地の減尐と安価な地価に誘発され、住宅用地としての利用がされるようになっ

た(高橋ら、1987)。その結果、1958 年、総雤量 332mm の狩野川台風の発生時には、台地上

での住宅地開発にともなう不浸透面の増加や、谷底平野の住宅地における排水施設の未整

備等の影響により、従来では浸水被害が生じなかった谷底平野において、深刻な内水氾濫

が生じるに至った。この台風により、浸水面積 89,236ha、死者・行方不明者 1,269 名、住

宅の全・半壊・流出 16,743 棟、床上・床下浸水 521,715 棟という甚大な浸水被害が生じた(宮

崎,2008)。 

 加えて、近年では、地球温暖化に起因するとされる 1 時間 100mm を超える局地的な「ゲ

リラ型」集中豪雤による内水氾濫も大きく問題視されている。1999 年、1 時間 131mm と

いう記録的な雤量をもたらした練馬豪雤の発生時には、台地上での住宅地開発にともなう

不浸透面の増加の影響により、深刻な内水氾濫が生じるに至った(三上、2008)。図 1－2 左

に練馬豪雤にともなう浸水区域を示す。なお、図 1－2 左は練馬豪雤にともなう浸水区域(東

京都、1999)と、土地条件図(国土地理院 1968 年発行)から作成した。この集中豪雤により、

浸水面積 11.72ha、死者 1 名、床上浸水 323 件、床下浸水 579 件という深刻な浸水被害が生

じた(東京都、1999)(図 1－2 右)。 

 郊外住宅地での、こうした自然災害の多発を鑑みると、自然災害を受ける危険性が高い

住宅地における安全性の確保に資する方策が希求されていると考えられる(国土交通省、

2008)。とりわけ、内水氾濫の危険性が高い谷底平野上の郊外住宅地では、内水氾濫に対す

る安全性の確保に資する方策が希求されていると考えられる(国土交通省、2008)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－2 練馬豪雤の浸水区域 (左)、練馬豪雤の記事 (右) 

 

(1) 1999年 練馬豪雨の浸水区域 (2) 練馬豪雨の記事朝日新聞 1999年7月22日付け
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第 3 頄 人口減尐社会における空閑地の増加 

 一方で、日本では 2005 年 12 月 27 日の国勢調査において、戦後初めて総人口が自然増か

ら自然減へと転じ、人口減尐社会が到来したと報告されている(国立社会保障・人口問題総

合研究所、2007)。国立社会保障・人口問題総合研究所の推計によれば、今後 50 年間は総

人口の減尐傾向が継続すると推計されている(図 1－3 左)。加えて、同研究所の人口推計か

らは、高齢化も同時に進行すると推測されており、今後日本では、戦後から継続した人口

増加社会から、新たに人口減尐・高齢化社会が到来すると考えられている(国立社会保障・

人口問題総合研究所、2007)。 

 近年、人口減尐・高齢化社会に関する多様な議論が展開されており、国土全般での土地

利用の面では、とりわけ、空閑地の増加が注目されている(低・未利用地対策小委員会、2006) 

(図 1－3 右)。人口減尐時代では、開発圧力の低下が考えられており、人口増加を見込み造

成された宅地造成地が空閑地として残存するという事象や、居住者の高齢化等を受け宅地

等が空閑地へ転用するという事象が生じ、従来では発生頻度の尐なかった事象が今後継続

的に生じると考えられている(低・未利用地対策小委員会、2006)。 

 こうした継続する空閑地の増加に関しては、とりわけ大都市近郊の住宅地が注目されて

いる(大江、2004)。戦後から高度経済成長期にかけての首都圏への急激な人口集中にとも

ない、短期的かつ大量住宅供給された郊外住宅地では、入居世代の高齢化が一斉に進行し

ており、それにともなう同時多発的な空閑地の発生・増加が考えられている(大江、2004；

横張、2007)。加えて、総人口の減尐傾向にともない、郊外住宅地では、空閑地が加速的に

増加すると予測されている(低・未利用地対策小委員会、2006)。こうした予測を受け、近

年では「空き地・空き家実態調査」に代表されるように、住宅地における空閑地の分布を

把握する調査が各地で行われており、今後の空閑地の動向が注目されている(片山ら,2006)。 
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図 1－3 日本の総人口の推移と推計 (左) 国立社会保障・人口問題総合研究所より引用、首

都圏で増加局面にある空閑地 (右) 国土交通省(2006)より引用 

 

第 4 頄 人口減尐社会における空閑地の活用方針 

 空閑地の増加を受け、近年では、空閑地の活用方法が多岐に渡り議論されている。例え

ば、低・未利用地対策小委員会(2006)によれば、空閑地を公園用地として借用し、市民の

広場として活用する事例や、空閑地をコミュニティーガーデンとして活用する事例が報告

されている。また、深見ら(2005)によれば、空閑地を菜園や駐車場として活用する事例も

報告されている。このように空閑地をレクリエ－ションの場や地域の資源として活用する

という空閑地の活用方法が各地で散見されている。 

 こうした中、国土形成計画(2008)では、空閑地の活用方法の１つとして、自然災害を軽

減する資源としての空閑地の活用方法が提示されている。同計画では、都市開発に適さず

自然災害を被る場所においては、住宅を建設せず、空閑地を積極的に確保することを通し、

自然災害被害の軽減を図ることが提示されている。人口増加時代の都市開発が地形への考

慮を軽視した結果、水害や斜面災害等の自然災害が各地で発生していることを踏まえると、

今後の人口減尐時代には、空閑地の活用を通して自然災害被害の軽減を図り、自然災害に

強い国土利用を計画することが必要であると考えられる(国土交通省、2008)。とりわけ、

同計画では、水害を被る場所では、空閑地の積極的な担保、さらには雤水の貯留・浸透施

設を形成し、水害の軽減を図ると提示されている(図 1－4)。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－4 雤水貯留・浸透施設の想定 市川市(2009)より引用 

 

第 2 節 既往研究の整理と希求される研究課題 

 本節では、近年、多様な議論がなされている空閑地に関する既往研究の整理を行い、さ

らに社会背景を踏まえ、現況にて解明が希求されている研究課題の提示を行う。空閑地に

関する既往研究は、都市計画・造園学・建築学の各分野において、時代毎の目的にともな

い多数蓄積されてきた。研究内容を解釈すると、研究は大きく 2 つに区分される。1 つは、

空閑地の分布を解明する研究である。2 つは、空閑地の活用方針を提示する研究である。 
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第 1 頄 空閑地の分布を解明する研究の展開  

 初期の研究(高度経済成長期頃)では、市街地充填という目的のもと、空閑地は市街化が

進行する中で、住宅地へと土地利用が転用する前段階の土地として捉えられてきた。こう

した趣旨のもと、例えば、池田(1976)では、東京都区部を対象とし、住宅用地として転用

可能な土地である空閑地の分布量が解明された。また、川上ら(1976)では、東京都府中市

を対象とし、空閑地の分布量と人口密度・宅地化率との関係が解明された。これらの研究

とは対照的に、田畑(1974)では、市街地の高密化による自然環境の悪化を問題視し、空閑

地をオープンスペース(以降 OS)の 1 つとして捉え、東京圏等を対象とし、OS の分布量と

人口密度・容積率との関係が解明された。総じて、初期の研究では、空閑地は住宅地へと

土地利用が転用する以前の土地として捉えられ、市街地充填に際して空閑地の分布量が解

明されることが多かった。 

 中期は(バブル経済の初期から、バブル経済崩壊期頃)、高密度化する市街地における住

環境の悪化を改善するという目的のもと、OS としての空閑地の総量が捉えられてきた。

こうした趣旨のもと、例えば、戸沼ら(1977)では、群馬県前橋市を対象とし、高密度化し

た市街地の環境改善に際しては、どの程度の空閑地を確保する必要があるかが解明された。

また、野澤ら(1993)では、低層高密度市街地からなる東京都中野区を対象とし、建築物の

高密度化を解消する整備方針を得るための基礎情報として、空閑地の分布量が解明された。

総じて、中期の研究では、OS としての空閑地の総量が捉えられ、高密度化する市街地の

環境悪化の改善に際しての基礎情報として、空閑地の分布量が解明されることが多かった。 

 後期は(バブル経済の崩壊期から近年の人口減尐期)、高度経済成長期の建築物の老朽化

や、近年の人口減尐等を受け、住宅用地等から空閑地へと転用した土地や、空閑地として

残存した土地の活用を図るという目的のもと、空閑地は他の土地利用へと転用可能な土地

として捉えられてきた。こうした趣旨のもと、例えば、斎藤ら(1999)では、東京都千代田

区・中央区・中野区を対象とし、住宅用地として空閑地の利用を図る上で、バブル経済崩

壊により残存した空閑地の分布量が解明された。また、青木ら(2005)では、大阪府の戸建

て住宅地を対象とし、住宅用地として空閑地の利用を図る上で、空閑地の分布量が解明さ

れた。空閑地の分布量は時間距離に比例することが解明された。さらに、氏原ら(2006)で

は、岡山県岡山市を対象とし、環境貟荷低減に資する集約型の市街地の形成を図る上で、

市街地整備手法が異なる市街地での空閑地の分布量が解明された。土地区画整理事業に対

し、スプロ－ルで形成された市街地において、空閑地の分布量が多くなることが解明され

た。これらの研究とは対照的に、大澤(2008)では、千葉県柏市を対象とし、OS としての空

閑地の利用を図る上で、空閑地の分布量が解明された。空閑地の分布量と地形とに関係が

あることが解明された。総じて、後期の研究では、空閑地は他の土地利用へと転用可能な

土地として捉えられ、空閑地へと転用した土地や空閑地として残存した土地の活用を図る

際の基礎情報として空閑地の分布量が解明されることが多かった。 
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 こうした既往研究の整理のもと、社会背景を踏まえると、首都圏近郊の住宅地における

空閑地の分布量の解明が希求されていると考えられる。首都圏近郊の住宅地では、入居世

代の高齢化が一斉に進行しており、それにともなう同時多発的な空閑地の発生・増加が考

えられている(大江；2004)。今後の人口減尐社会にあって、空閑地の活用を図る上では、

郊外住宅地を対象とし、空閑地の分布量を解明することが希求されていると考えられる(引

用)。 

 

第 2 頄 空閑地の活用方針を提示する研究の展開  

 空閑地の活用方針を提示する既往研究は、大きく 2 つに区分される。 

 1 つは、住宅用地としての空閑地の活用方針を提示した研究である。例えば、中西ら(2004)

では、住み替えを契機に空閑地の集約化を図り、再度宅地として活用する方針が提示され

た。また、村木ら(2003)では、イギリスでの環境貟荷低減に資する都市開発を援用し、集

約型の市街地形成を図る上で、既成市街地における空閑地を再度宅地として活用する方針

が提示された。 

 2 つは、地域の資源としての空閑地の活用方針を提示した研究である。例えば、槙ら(2005)

や石井ら(2006)では、レクリエ－ション等の利用を図る上での空閑地の活用方針が提示さ

れた。槙ら(2005)では、人口減尐や居住者の高齢化を鑑み、地域特性に合わせて空閑地を

OS として活用する方針が提示された。また、石井ら(2006)では、戸建て住宅団地で空閑地

が集約する場合、大規模な菜園や月極駐車場として活用する方針が提示された。これに対

し、山下ら(2005)や大澤(2008)では、自然災害の被害軽減を図る上での空閑地の活用方針が

提示された。山下ら(2005)では、地形・地質・土壌といった自然環境に基づき、空閑地の

活用方針が提示された。関連し、大澤(2008)では、地形に基づいた空閑地の活用方針が提

示された。自然災害を被りにくい台地面では、空閑地を暫定的な OS として活用し、一方、

自然災害を被りやすい低地や斜面地では空閑地を恒久的な OS として活用する方針が提示

された。 

 こうした既往研究の整理のもと、社会背景を踏まえると、豪雤による浸水被害軽減に向

けた空閑地の活用方針に関する知見の蓄積が希求されていると考えられる。今後の人口減

尐社会では、可及的速やかに空閑地を住宅用地として再活用することは、困難であると考

えられる(横張、2007)。むしろ、空閑地を地域の資源として活用することが必要であると

考えられる(石井ら、2006)。とりわけ、台風や「ゲリラ」型集中豪雤による甚大な内水氾

濫を受ける谷底平野上の郊外住宅地を対象に、内水氾濫の被害軽減に向けた空閑地の活用

方針を提示する必要があると考えられる。 

 ここで、既往研究を援用すれば、谷底平野上の住宅地における内水氾濫の受け易さは、

谷底平野の形態や想定する降雤パタ－ンに依ると考えられる(白井 1984；高橋 1987；三上

2008)。白井(1984)や高橋ら(1987)によれば、同住宅地における内水氾濫の受け易さは、谷
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底平野の幅(冠水の危険性)や、谷底平野の集水面積(集水時間や集水量)の違いにより変化す

ると考えられている。さらに、三上(2008)によれば、台風のように 1 日の総雤量が増加し

豪雤になる場合や、近年多発する雷雤のように 10 分～1 時間程度の短時間に降雤が集中し

て豪雤になる場合など、降雤量や継続時間の違いにより、生じる浸水被害の規模・程度が

変化すると考えられている。したがって、谷底平野の形態(谷幅・集水面積)や、想定する

降雤パタ－ン(降雤量・継続時間)により、内水氾濫を受け易い谷底平野の範囲も変化する

と考えられる。 

 加えて、空閑地の活用方針の提示に関する既往研究では、特定の時点での空閑地の分布

に基づき、空閑地の活用方針を提示する研究の蓄積が多い。こうした研究とは対照的に、

大澤(2008)では、空閑地は市街地環境の変化に従い逐次増減するものであることを考慮し、

空閑地としての残存期間に着目し空閑地の変遷が解明され、空閑地の活用方針が提示され

た。大都市近郊のような経済活動にともなう土地利用変化が著しい地域では、暫定的に空

閑地である土地や長期的に空閑地である土地のように、空閑地としての存続期間が異なる

土地が存在する。今後の利用動向を鑑みれば、こうした空閑地の暫定性を踏まえて空閑地

の活用方針を提示することは、大都市近郊での空閑地の活用に関し、現実的かつ有効な計

画論を導くものと考えられる(横張、2007；国土交通省、2006)。従って、内水氾濫を軽減

する空閑地の活用方針を提示する上では、現況にて空閑地である土地の従前の土地利用を

把握し、空閑地への変遷を解明し、空閑地の活用方針を提示する際の知見とする必要があ

ると考えられる。 
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第 3 節 本研究の目的 

 以上の背景を鑑みると、台風や、近年多発する「ゲリラ型」集中豪雤による深刻な内水

氾濫を被る谷底平野上の郊外住宅地を対象に、内水氾濫の被害軽減に向けた空閑地の活用

方針の提示が切に希求されていると考えられる。 

 しかし、これに関する学術研究の蓄積はなく、今後に向けて、谷底平野上の郊外住宅地

を対象に内水氾濫からみた空閑地の分布特性(分布・変遷)が解明された後、内水氾濫を軽

減する空閑地の活用方針が提示される必要があると考えられる。 

 そこで、本研究では、谷底平野上の郊外住宅地を対象に、内水氾濫からみた空閑地の分

布特性の解明を目的とした。研究目的の達成に際し、3 つの研究課題を設定した。 

 研究課題(i)は、空閑地の分布特性(分布・変遷)の解明である。研究目的を達成する上で、

基礎情報としての空閑地の分布及び、空閑地への変遷の解明が必要であると考えられる(横

張、2007；国土交通省、2006)。 

 研究課題(ii)は、谷底平野の形態(谷幅・集水面積)に従って谷底平野を類型し、複数の降

雤パタ－ンを設定した場合には、類型毎にどの降雤パタ－ンにより内水氾濫を受け易いか

の判定することである。内水氾濫の受け易さは、谷底平野の形態、及び想定する降雤パタ

－ンに依ると考えられる(白井；1984 高橋ら、1987；三上、2008)。内水氾濫の観点から空

閑地の分布特性を整理するに際には、その前提として、内水氾濫を受け易い谷底平野の判

定が必要だと考えられる。 

 研究課題(iii)は、空閑地の分布特性と、内水氾濫からみた谷底平野の脆弱性の判定との関

係の解明である。研究目的を達成する上で、内水氾濫からみた谷底平野の脆弱性の判定毎

に、空閑地の分布特性を解明することが必要であると考えられる。 

 以上の研究課題を遂行し、谷底平野上の郊外住宅地を対象とした内水氾濫からみた空閑

地の分布特性の解明をする。最後に研究結果を踏まえ、どのタイプの内水氾濫に対し、今

後どのような空閑地の活用方針を設定するべきかを展望する。 
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第 4 節 本研究の構成 

 本研究は、以下の 6 章に基づき、谷底平野上の郊外住宅地を対象に、内水氾濫の被害軽

減に向けた空閑地の分布特性の解明という目的を達成する(表 1－5)。 

 第 1 章では、本研究を行う上での研究課題・研究目的・研究構成の設定をする。 

 第 2 章では、研究目的を達成する上で適切であると考えられる研究の枞組みを設定する。

具体的には、用語の定義・研究対象地・分析に用いるデ－タを設定する。 

 第 3 章では、研究課題(i)を行う。具体的には、現地踏査に基づき空閑地の分布を把握し、

空中写真およびゼンリン住宅地図から空閑地への変遷を把握する。これらの結果に基づき、

空閑地の分布と空閑地への変遷を解明する。 

 第 4 章では、研究課題(ii)を行う。具体的には、既往研究に基づき内水氾濫と関係する谷

底平野の形態に関係する指標を地図および数値地図から算出し、指標に基づき谷底平野の

類型をする。この結果に基づき、既往研究を鑑み複数の降雤パタ－ンを想定し、谷底平野

の類型ごとに、どのような内水氾濫を受け易いのかを判定する。 

 第 5 章では、研究課題(iii)を行う。ArcGIS9.3(ESRI)を用い、谷底平野の類型毎に空閑地

の分布・空閑地への変遷の整理し、空閑地の分布特性を解明する。 

 第 6 章では、以上の研究課題の総括と、内水氾濫の被害軽減に向けた空閑地の活用方針

を提示する。加えて、本研究で取り扱わなかった課題も述べる。 

表 1－5 本研究の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4章内水氾濫からみた谷底平野の形態

第1節 本章の目的と方法
第2節 内水氾濫からみた谷底平野の形態の解明

第3章空閑地の分布特性

第1節 本章の目的と方法
第2節 空閑地の分布特性の解明

第1章研究の背景・目的・構成

第1節地形を考慮した今後の郊外住宅地の在り方
第2節既往研究の整理と希求される研究課題

第5章空閑地の分布特性と谷底平野の形態

第1節 本章の目的と方法
第2節 空閑地の分布特性と谷底平野の形態との関係の解明

第6章本研究のまとめ

第1節 結果の総括
第2節 内水氾濫の被害軽減に向けた空閑地の活用方針

第3節 本研究の課題

第2章空閑地の分布特性

第1節 用語の定義
第2節 研究対象地

第3節 分析に用いたデ－タ
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第 2 章 研究の枠組み 

 

第 1 節 用語の定義 

第 1 頄 住宅地の定義 

 2008 年度市川市都市計画図の住居系用途地域(地域地区では、第 1 種・第 2 種低層住居

専用地域、第 1 種・第 2 種中高層住居専用地域・第 1 種・第 2 種住居専用地域、準住居地

域に相当)に該当する区域であり、かつ 2006 年度千葉県都市計画基礎調査の土地利用調査

頄目の内、住宅地用地、屋外利用地、用途改変中土地、その他の空き地・未舗装地、荒れ

地・耕作放棄地・低湿地、田・畑、山林に該当する区域を住宅地として定義した(表 2－1)。 

表 2－1 本研究での住宅地の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 頄 空閑地の定義 

 人口減尐にともなう土地需要の減尐を鑑みると、都市的土地利用や農的土地利用が一切

なされない土地が今後増加すると考えられる(国土形成計画、2008)。そこで、住宅地に該

当する土地の内、都市的土地利用(公共施設、文教・厚生施設、防衛施設、建蔽地である住

宅用地・建蔽地である商業用地、建蔽地である工業用地、資材置き場、テニスコ－ト、公

園、駐車場、未利用地活用型オ－プンスペ－ス)や農的土地利用(農園、菜園、花壇)が一切

なされていない土地を、空閑地として定義した(図 2－2)。定義した空閑地の例を図 2－3

に示す。 

 

2006年度

市川市都市計画図の用途地域

2006年度

千葉県都市計画基礎調査の土地利用
研究対象

第1種低層住居専用地域 住宅用地

第2種低層住居専用地域 屋外利用地

第１種中高層住居専用地域 用途改変中土地

第2種中高層住居専用地域 その他の空き地・未舗装地

第1種住居地域 荒れ地・耕作放棄地・低湿地

第2種住居地域 田・畑

準住居地域 山林

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

住
居
系
用
途
地
域

非
住
居
系
用
途
地
域

その他
(採草放牧地、河川・水面・水路、海浜・河川敷、商業用

地、工業用地、運輸施設用地、公共用地、文教・厚生用
地、ｵｰﾌﾟﾝ施設用地、防衛用地、道路用地、鉄道、属性丌

明個所等)

住
宅
地
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図 2－2 本研究での空閑地の定義 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 空閑地の例 

 

第 2 節 研究対象地 

第 1 頄 研究対象地 

 千葉県市川市を研究対象地とした。市川市は都心 20ｋｍ圏内に位置する 2009 年現在、

人口 47 万人・総面積 57.44km
2 の都市である(図 2－4 左)。市川市の地形は、北部の台地、

中央部の台地を開析する谷底平野、南部の海岸平野に区分される(図 2－4 右)。とりわけ、

谷底平野に関しては、真間川から分岐する国分川・大柏川に沿う 2 本の大規模な谷底平野

と、それらの谷底平野に沿う数十本の中・小規模の谷底平野が存在する(図 2－5)。東京へ

の近接することに起因し、1960～75 年に、東京のベッドタウンとしての郊外住宅地開発が

進行し、台地や谷底平野が開発対象となった。現在では、居住者の高齢化の進行、加えて

総人口の増加も停滞傾向にあることから、谷底平野上の住宅地での空閑地の分布を把握す

る上では、適切な地域であると考えられる。さらに、国分川・大柏川に沿う谷底平野は、

約 10 年に 1 度程度で豪雤による内水氾濫の発生が報告されている(真間川流域水循環再生

住宅地

あり なし
都市的土地利用

農的土地利用
あり なし

公共施設

文教・厚生施設

防衛施設

建蔽地である住宅用地

建蔽地である商業用地

建蔽地である工業用地

資材置き場

テニスコート

公園

駐車場

未利用地活用型OS

農園

菜園

花壇
空閑地
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構想検討委員会、2004)。これらより、研究対象地は、内水氾濫の被害軽減に資する空閑地

の活用方針の提示に向けた空閑地の分布特性を解明する際には適切な研究対象地だと考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 市川市の位置(左)と市川市の標高(右) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5 市川市の谷底平野 

第 2 頄 研究対象領域 

 本研究では、とりわけ谷底平野上の住宅地を対象とするため、本研究の趣旨に沿う研究

対象領域を選定する。図 2－6 に研究対象領域の選定フロ－を記す。まず、研究対象地の谷

底平野を抽出する。大矢ら(1998)によれば、形態による地形分類は、空中写真から判読さ

れる傾斜変換線もとに地形を分類する方法が一般的であるとされる。そこで、本研究でも

空中写真の立体視から遷緩線を判読し、台地を開折する谷底平野を抽出した。その際、宅

市川市

国分川

大柏川

真間川
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地造成により地形が人工改変された地域では、現状の空中写真から遷緩線を判読すること

は困難であるため、宅地造成前の地形を記録した米軍空中写真から遷緩線を判読すること

とした。その後、結果を旧版地形図に転記し、谷底平野を抽出した。次に、市川市都市計

画図と千葉県都市計画基礎調査の土地利用から、住宅地を抽出した。なお、図 2－8 のフロ

－図には、見易さを考慮し住居系用途地域の抽出図のみを示した。最後に、抽出した谷底

平野と住宅地とを重ね合わせ両者が重複する領域を谷底平野上の郊外住宅地とみなし、研

究対象領域とした。なお、デ－タの整理・解析には ArcGIS9.3(ESRI 社)を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－6 研究対象領域の選定フロ－ 

(1) 谷底平野 (2) 住居系用途地域

(3) 研究対象領域
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第 3 節 分析に用いたデ－タ 

 本研究を行うに当たり、以下のデ－タを用いた。情報を集約したものを表 2－9 に示す。 

● 米軍空中写真 

 第 2 章にて、谷底平野を抽出する際に用いた。 

● 平成 11 年、12 年の水害による浸水図 

 第 1 章にて、練馬豪雤にともなう浸水区域を図示する際に用いた 

● 基盤地図情報 10mDEM 

 第 4 章にて、集水域の抽出、および修正する際に用いた。 

● 国土画像情報デジタルオルソ画像 

 第 3 章にて、空閑地の変遷を解明する際に用いた。 

● 公共下水道計画図 

 第 4 章にて、基盤地図情報の集水域の抽出・修正の際に用いた。 

● 旧版地形図 

 第 2 章にて、空中写真判読から抽出した谷底平野の転記に用いた。 

● 土地条件図 

 第 1 章にて、東京都練馬区の地形区分をする際に用いた。 

● 都市計画図 

 第 2 章にて、研究対象地における住居系用途地域の抽出に用いた。 

● 都市計画基礎調査 

 第 2 章にて、住宅地の選定する際の土地利用のデ－タとして用いた。 

● ゼンリン住宅地図 

 第 3 章にて、空閑地への変遷を解明する際に用いた。 

● ZmapTown (shape 版) 

 第 3 章にて、現地踏査で把握した空閑地を ArcGIS9.3(ESRI 社)に入力する際のべ－スマ

ップとして用いた。 

表 2－7 分析に用いたデ－タ 

 

 

 

 

 

 

 

資料名 発行年 発行元・借用元 図郭 縮尺 解像度

米軍空中写真 1946～48 国土地理院 約1/10000

平成11年、12年の水害による浸水図 1999 東京都建設局 1/100000

基盤地図情報10mDEM 2009 国土地理院

国土画像情報デジタルオルソ画像 1974 国土交通省国土計画局 50cm

国土画像情報デジタルオルソ画像 1989 国土交通省国土計画局 50cm

公共下水道基本計画図 1992 松戸市

公共下水道基本計画図 2005 市川市

旧版地形図 1922 国土地理院 船橋 1/25000

旧版地形図 1922 国土地理院 松戸 1/25000

土地条件図 1968 国土地理院 東京西北 1/25000

都市計画図 2008 市川市 1/10000

都市計画基礎調査 2006 千葉県県土整備部都市計画課

ゼンリン住宅地図 1974 株式会社ゼンリン 市川 1/2000

ゼンリン住宅地図 1990 株式会社ゼンリン 市川 1/2000

ゼンリン住宅地図 2009 株式会社ゼンリン 市川 1/2000

ZmapTownII (shape版) 2004 東京大学空間情報科学研究センター  千葉県市川市
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第 3 章 空閑地の分布特性の解明 

 

第 1 節 本章の目的と方法 

第 1 頄 本章の目的 

 大都市近郊のような経済活動にともなう土地利用変化が著しい地域では、空閑地として

の暫定性を踏まえた、空閑地の活用方針の提示は、空閑地の活用に関し現実的かつ有効な

計画論を導くと考えられる(横張、2007；国土交通省、2006)。そこで、本章では、内水氾

濫からみた空閑地の分布特性を解明する上で、個別の研究課題(i)に対応する空閑地の分布、

及び従前の土地利用の履歴を把握し、空閑地の分布特性(分布・変遷)の解明を目的とする。

目的達成のため、まず(1) 空閑地の分布を解明する。次に(2) 空閑地への変遷を解明する。 

 

第 2 頄 本章の研究方法 

(1) 空閑地の分布の把握方法 

 空閑地の分布を調査する上では、高度経済成長期に建築された住宅が更新期を向かえ、

かつ総人口の増加が停滞傾向にあり、空閑地の増加が確認できる年次を調査対象とする必

要がある。そこで、調査対象年次として 2009 年を選定した。  

 調査に際しては、まず、研究対象領域を含むゼンリン住宅地図から調査用のべ－スマッ

プを作成した(図 4－1 左)。これをもとに、図 4－1 上の調査範囲(研究対象領域)を全て現地

踏査し、目視により空閑地を確認し、べ－スマップに空閑地を記録した(図 4－1 右)。なお

調査は 2009 年 7 月 22 日から 2009 年 8 月 9 日にかけて行った。デ－タの整理には

ArcGIS9.3(ESRI 社)を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 べ－スマップ(左)と調査で用いた地図と空閑地の記録例(右) 

(1) ベースマップの作成 (2) 実際の調査で用いた地図と空閑地の記録例

凡例

V番号 空閑地
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(2) 空閑地への変遷の把握方法 

 空閑地への変遷を解明する際の従前の土地利用の調査には、高度経済成長期の住宅需要

の増加にともない、郊外住宅地開発が盛んに行われ地盤条件の悪い地域にまで開発が進行

した年次と、バブル経済の崩壊を背景とした土地需要の鈍化にともない、空閑地が発生し

てきた年次の合計 2 年次において、2009 年現時点で空閑地である土地の従前の土地利用を

把握する必要がある。そこで、調査対象年次として 1974 年・1989 年を選定した。 

 調査に際しては、まず、ゼンリン住宅地図と、国土画像情報デジタルオルソ画像から、

従前の土地利用を把握するべ－スマップを作成した。次に、同べ－スマップから、2009 年

現時点で空閑地である箇所の 1974年・1989年の地目を判読し従前の土地利用を決定した。

従前の土地利用の決定に至る一連の流れ以下の図 3－2 に記す。 

 ゼンリン住宅地図にて地目の記載がある場所は、同地図の地目を判読し、従前の土地利

用を付与した。具体的には 4 つの土地利用を付与した。(a)都市的土地利用：地目が建蔽地・

駐車場・資材置き場・グラウンド、(b)農的土地利用：地目が畑・水田、(c)樹林地：地目が

樹林地、(d)空閑地：地目が荒れ地。 

 一方で、ゼンリン住宅地図にて、地目の記載がない場所は、国土画像情報（カラ－空中

写真）デジタルオルソ画像 (選択範囲：地目が市川、発行年次 1974 年・1989 年) を判読し、

過去の土地利用を付与した。具体的には、4 つの土地利用を付与した。(a)都市的土地利用：

地目が建蔽地・駐車場、(b)農的土地利用：地目が畑・水田、(c)樹林地：地目が樹林地、(d)

空閑地：地目が空閑地。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 従前の土地利用の決定する一連の流れ 

1989年

年次 1974年 1989年 2009年

土地利用

ゼンリン住宅地図

あり なし

空中写真

？ ？

ゼンリン住宅
地図の地目

地目の判読 付不する土地利用

a 建蔽地・駐車場 都市的土地利用

b 畑・水田 農的土地利用

c 樹林地 樹林地

d 荒れ地 空閑地

地目の判読 付不する土地利用

a 建蔽地・駐車場 都市的土地利用

b 畑・水田 農的土地利用

c 樹林地 樹林地

d 荒れ地 空閑地

空閑地

空閑地
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第 2 節 空閑地の分布特性の解明 

第 1 頄 空閑地の分布の解明 

 現地踏査の結果、2009 年度現在、6.63ha(316 箇所)の空閑地が確認された。研究対象領域

にしめる空閑地の割合は 2.50%になる(6.63ha / 266.57ha)。空閑地の分布を図 4－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3－3 2009 年の空閑地の分布 

 以下、本研究で解明された空閑地の分布と、本研究と同様の手法で 2007 年度の柏市を対

象に空閑地の分布を把握した大澤(2009)との間で空閑地の分布に関し比較考察を行う。な

お、本研究と大澤(2009)の間には、研究対象領域に相違がある。本研究の谷底平野(台地を

開析する開析谷)は大澤(2009)における低地・人工改変地に内包されることから、比較考察

は、本研究の研究対象領域と、大澤(2009)の低地・人工改変地に相当する領域との間で行

う。研究対象地を同等なものとした後、本研究と大澤(2009)で解明された空閑地の総面積

と空閑地率を整理した結果を表 4－5 に示す。 

 表 4－5 より、空閑地の総面積は、本研究の方が大澤(2009)よりも低い値を示すことが分

かる。これは、本研究の研究対象領域の面積[284.75ha]が、大澤(2009)の研究対象領域の面

積[461.23ha]よりも小規模であることに相当すると考えられた(本研究の研究対象領域の面

積を 1.00 とすると、大澤(2009)の研究対象領域の面積は 1.73 となる)。一方で、空閑地率(空
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閑地の総面積/研究対象領域の面積)は、本研究の方が大澤(2009)よりも低い値を示すことが

分かる。青木ら(2005)では、都心部に近接するほど利便性が高くなるため、空閑地率が低

下すると述べられている。本研究対象地の千葉県市川市が、大澤(2009)の対象地である千

葉県柏市よりも、都心部に近接することに起因し、本研究の空閑地率が、大澤(2009)で解

明された空閑地率よりも低い値を示したと考えられた(青木ら、2005)。 

表 3－4 本研究と大澤(2009)における研究対象領域の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3－5 本研究と大澤(2009)との空閑地の面積・空閑地率の比較 

空閑地の面積[ha] 研究対象領域の面積[ha] 空閑地率[%]

本研究 6.63 266.57 2.50

大澤(2009) 15.26 461.23 3.20
 

 

第 2 頄 空閑地への変遷の解明 

 ゼンリン住宅地図・空中写真判読を踏まえ、2009 年現在の時点で空閑地である土地の

1974 年の時点土地利用を図 4－6 に示す。以下、1974 年の時点の为要な土地利用(空閑地・

都市的土地利用・農的土地利用)の分布を考察する。従前の土地利用が空閑地である土地は、

本研究 大澤(2009)

研究対象地

研究対象領域 住居系用途地域内の谷底平野
住居系用途地域内の台地・斜
面地・低地・人工改変地

30km20km10km

市川市

柏市
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東部の大柏川の上流部に集中して分布し、大柏川下流部・国分川上流部に散在することが

分かる。大柏川上流部に集中する空閑地は、1973～1980 年の組合施行の土地区画整理事業

にともなう大幅な土地利用転用に起因するものだと考えられる(氏原、2006)。一方、大柏

川下流部・国分川上流部に散在する空閑地は、市中央部の総武線沿いの市街化に起因する

ものだと考えられる(水口、1982)。他方、従前の土地利用が都市的土地利用である土地は、

東部の大柏川の下流部と研究対象領域中央部の国分川の下流部に集中することが分かる。

これは、空中写真判読から、市街化の進行に起因するものだと考えられる。また、従前の

土地利用が農的土地利用である土地は、研究対象領域西部と東部に集中することが分かる。

これは、空中写真判読から、農地利用に起因するものだと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 2009 年現在の時点で空閑地である土地の 1974 年の時点における土地利用 

 ゼンリン住宅地図・空中写真判読を踏まえ、2009 年現在の時点で空閑地である土地の

1989年の時点における土地利用を図 4－7に示す。以下、1989年の時点の为要な土地利用(空

閑地・都市的土地利用・農的土地利用)の分布を考察する。従前の土地利用が空閑地である

土地は、東部の大柏川の上流部・柏井に集中することが分かる。大柏川上流部に集中する

1974年



27 

 

空閑地は、1973～1980 年の組合施行の土地区画整理事業による保留地の処分の遅れや、高

度経済成長期を背景とした投機目的での土地取得に起因するものだと考えられる(梶原、

1997；深見ら、2005)。一方で、東部の柏井に集中する空閑地は、1984～1989 年の組合施

行の土地区画整理事業にともなう大幅な土地利用転用に起因するものだと考えられる(氏

原、2006)。他方、従前の土地利用が都市的土地利用である土地は、東部の大柏川の下流部

と中央部の国分川の下流部に集中することが分かる。これは、空中写真判読から、市街化

の進行に起因するものだと考えられる。また、従前の土地利用が農的土地利用である土地

は、西部に集中することが分かる。これは、空中写真判読から、農地利用に起因するもの

だと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－7 2009 年現在の時点で空閑地である土地の 1989 年の時点における土地利用 

 従前の土地利用(1974 年・1989 年)を把握し、空閑地への変遷を解明した結果、12 通りの

空閑地への変遷過程が解明された。表 4－8 に、全体に占める割合が 1.00%以上の 8 通りの

空閑地への変遷過程を示す。この 8 通りの空閑地への変遷過程で全体の 99.14%が網羅され

る。ここで、表 4－6 より、2009 年の時点で空閑地である土地は、空閑地としての存続期

1989年
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間から大きく 2 つに分類できることが分かった。 

 1 つは、尐なくとも 20 年間以上空閑地で在り続けた土地である長期間空閑地である(A－

1・A－2・A－3：面積 2.42ha：割合 36.51%)。表 4－6 より、長期間空閑地の内、A－1 は、

1974年から2009年まで35年間空閑地として存続した土地である(面積0.99ha：割合 14.94%)。

他方、A－2 は、1974 年の時点では都市的土地利用がされていたが、その後、20 年間空閑

地である土地である(面積 0.24ha：割合 3.60%)。また、A－3 は、1974 年の時点では農的土

地利用がされていたが、その後、20年間空閑地である土地である(面積 1.19ha：割合 17.96%)。 

 2 つは、1989 年から 2009 年にかけ空閑地となった短期間空閑地である(B－1・B－2・B

－3・B－4・B－5：面積 4.15ha：割合 62.59%)。表 4－6 より、短期間空閑地の内、B－1 は、

1989 年の時点まで都市的土地利用がされていたが、その後、空閑地である土地である(面

積 1.82ha：割合 27.38%)。他方、B－2 は、1974 年の時点では空閑地であり、その後、1989

年の時点では都市的土地利用がされていたが、再び空閑地になった土地である(面積

0.53ha：割合 7.93%)。B－3 は、1974 年の時点では農的土地利用がされており、その後、

1989 年の時点では都市的土地利用がされたが、再び空閑地になった土地である(面積

0.25ha：割合 3.79%)。B－4 は、1974 年の時点では空閑地であり、その後、1989 年の時点

では農的土地利用がされていたが、再び空閑地になった土地である(面積 0.66ha：割合

9.93%)。B－5 は、1989 年の時点まで農的土地利用がされていたが、その後、空閑地であ

る土地である(面積 0.90ha：割合 13.57%)。 

表 3－8 空閑地への変遷の解明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 各種類の土地の説明 1974年 1989年 2009年 面積[ha] 割合[%] 大分類

A-1 35年間、空閑地である土地 0.99 14.94

A-2
1974年の時点では都市的土地利用がされていた
が、その後、20年間空閑地である土地

0.24 3.60

A-3
1974年の時点では農的土地利用がされていたが、
その後、20年間空閑地である土地

1.19 17.96

B-1
1989年の時点まで都市的土地利用がされていた
が、その後、空閑地である土地

1.82 27.38

B-2
1974年の時点では空閑地であり、その後、1989年
の時点では都市的土地利用がされていたが、再び空
閑地になった土地

0.53 7.93

B-3
1974年の時点では農的土地利用がされており、その
後、1989年の時点では都市的土地利用がされた
が、再び空閑地になった土地

0.25 3.79

B-4
1974年の時点では空閑地であり、その後、1989年
の時点では農的土地利用がされていたが、再び空閑
地になった土地

0.66 9.93

B-5
1989年の時点まで農的土地利用がされていたが、
その後、空閑地である土地

0.90 13.57

長期間
空閑地
面積

2.42[ha]
割合

36.51[%]

短期間
空閑地
面積

4.15[ha]
割合

62.59[%]

凡例 空閑地 都市的土地利用 農的土地利用
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 最後に、表 4－8 で解明した空閑地への変遷過程を踏まえ、長期間空閑地と短期間空閑地

の分布を図 4－9 に示す。図 4－9 より、長期間空閑地は、東部の大柏川の上流部・研究対

象領域の東部の柏井に集中することが分かる。これらは、組合施行の土地区画整理事業に

より生じた保留地の処分の遅れや、高度経済成長期・バブル景気を背景とした土地の投機

目的での取得に起因するものだと考えられる(梶原、1997；深見ら、2005)。一方で、短期

間空閑地は、東部の大柏川の下流部と研究対象領域中央部の国分川に集中することが分か

る。これは、早期の市街化が進行し、居住者の高齢化にともない近年生じてきた空閑地に

起因するものだと考えられる(国土交通省、2006)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－9 長期間空閑地・短期間空閑地の分布 
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第 4 章 内水氾濫からみた谷低平野の形態 

 

第 1 節 本章の目的と方法 

第 1 頄 本章の目的 

 内水氾濫の受け易さ及び想定される被害状況は、谷底平野の形態（谷幅・集水面積）や、

及び想定する降雤パタ－ンに依ると考えられる(白井；1984 高橋ら 1987；三上、2008)。そ

こで、本章では個別の研究課題(ii)に対応する谷低平野の形態に従って谷底平野を類型し、

複数の降雤パタ－ンを設定した場合には、類型毎にどのような降雤パタ－ンにより内水氾

濫を受け易いか判定することを目的とした。目的達成のため、まず、(1) 地形図と基盤地

図情報(10mDEM)から内水氾濫の受け易さと関係すると考えられている谷底平野の幅・集

水面積を算出する。次に、(2) 谷底平野の幅・集水面積をもとに谷底平野を類型する。そ

の後、既往研究を踏まえ「短期間・集中豪雤」「長期間・継続的降雤」の 2 つの降雤パタ－

ンを想定した場合には、各類型がどのような降雤パタ－ンにより内水氾濫を受け易いのか

判定する。 

 

第 2 頄 本章の研究方法 

(1) 谷底平野の幅・集水面積の算出方法 

 まず、白井(1984)に立脚し、谷底平野の単位を定める。谷底平野の幅よりも谷長の方が

長いものを 1 つの谷底平野とする。 

 次に、内水氾濫の受け易さと関係すると考えられている谷底平野の幅・集水面積を算出

する方法を述べる(白井、1984；高橋ら、1987)。 

 谷低平野の幅の算出は、以下の手項で行う。まず、谷底平野の谷長の中間点(図 4－1 左)

を、谷底平野の幅の計測地点とし、ArcGIS9.3(ESRI 社)の計測ツ－ルを用いて、谷底平野の

谷幅を実測することにより算出する(図 4－1 右)。 

 谷底平野の集水面積の算出は、以下の手項で行う。まず、片桐ら(2004)に立脚し、国土

交通省(2009)発行の 10mDEM である基盤地図情報から、5.00ha の集水面積をもつ集水域を

抽出する。片桐ら(2004)によれば、100m 程度の谷筋を有する谷底平野の集水域の抽出に際

しては、集水面積を 5.00ha と設定することが有効であるとされる。研究対象地領域には、

最短 100m の谷筋を有する谷底平野があることから、片桐ら(2004)に従い、集水面積を 5ha

と設定し、集水域を抽出する。次に、抽出した集水域の修正を行う。片桐ら(2005)によれ

ば、人工改変地を対象とし DEM デ－タから集水域を抽出した場合には、道路や人工構造

物の影響により、抽出された集水域が実状とは大きく異なる場合があるとされる。同論文

では、そのような問題の解消方法として、公共下水道計画図(雤水)の流域界と地形図をも

とに、集水域を修正し、問題を解決する方法が採択されている。そこで、本研究でも、片
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桐ら(2005)に従い、集水域を、公共下水道計画図と国土交通省(2009)発行の 10mDEM であ

る基盤地図情報の標高値をもとに修正する。その後、修正した集水域を統合する。集水域

の抽出に際し、研究対象領域にある最短の谷筋(100m 程度)を有する谷底平野の集水域を抽

出することを目的としたため、100m 以上の谷筋を有する谷底平野の集水域は数箇所に分

かれている。本研究では、1 つの谷底平野が有する集水域の面積を算出が目的であるため、

谷長 100m 以上の谷底平野に流入する複数の集水域の統合を行う。その後、統合した谷底

平野の面積を算出する。なお、デ－タの整理・解析には、ArcGIS9.3(ESRI 社)を用いた。 

(1)谷底平野の谷長の中間点 (2) 計測ツールで谷底平野の幅を計測

 

図 4－1 谷底平野の幅の計測地点(左)、谷底平野の幅の計測方法(右) 

 

(2) 内水氾濫からみた谷底平野の類型の方法 

 内水氾濫の受け易さと関係すると考えられている谷底平野の幅・集水面積から、谷底平

野の類型化を行う。算出した 2 つの指標値のヒストグラムを解釈した結果、対象地におけ

る谷底平野の谷幅・谷底平野の集水面積は、ともに特定の閾値を境に 2 つのモ－ドに分類

されると解釈された。そこで、閾値を境に谷幅・集水面積を各々2 つに区分し、それらの

結果をクロスさせ、谷底平野の類型化を行う。 

 その後、三上(2008)を援用し｢短期間・集中豪雤」「長期間・継続的降雤」の 2 つの降雤

パタ－ンを想定し、各谷底平野の類型の特徴からみて、どのような降雤により内水氾濫を

受け易いのか判定する。なお、「短期間・集中豪雤」として想定する降雤は、｢ゲリラ型｣

集中豪雤のような 10 分から 1 時間程度の間に 100mm を超える降雤とする。一方で、「長

期間・継続的豪雤」として想定する降雤は、台風のような 3 時間～1 日の間に継続する 50mm

以下の降雤とする。 
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番号
谷低平野の幅

[m]

谷底平野の集水面積
[ha]

番号
谷低平野の幅

[m]

谷底平野の集水面積
[ha]

番号
谷低平野の幅

[m]

谷底平野の集水面積
[ha]

1 146.94 37.05 20 39.46 4.32 39 26.32 24.55

2 52.31 2.69 21 38.62 44.79 40 33.04 7.15

3 74.68 18.46 22 58.05 91.16 41 39.87 84.00

4 28.53 1.19 23 42.56 42.93 42 34.18 0.68

5 31.98 0.31 24 16.10 10.82 43 52.56 9.62

6 51.35 7.63 25 42.72 64.27 44 23.52 3.87

7 78.80 6.82 26 17.56 10.58 45 32.47 6.95

8 40.79 23.83 27 19.37 12.71 46 24.25 8.70

9 31.15 21.57 28 26.45 29.23 47 39.00 17.93

10 29.59 7.04 29 24.45 4.97 48 48.04 10.53

11 60.50 19.46 30 41.16 0.35 49 24.87 20.64

12 58.39 50.48 31 37.18 14.84 50 27.87 2.07

13 84.41 72.30 32 71.04 240.95 51 42.74 16.14

14 65.75 130.42 33 31.67 12.60 52 35.65 4.30

15 72.80 156.42 34 89.01 5.84 53 96.52 143.60

16 55.15 37.60 35 48.29 36.29 54 37.53 4.12

17 47.35 21.97 36 73.80 18.58 55 153.65 31.57

18 51.94 2.56 37 47.40 27.75 56 107.23 131.02

19 50.03 7.31 38 40.75 10.73 57 859.42 806.86

58 820.54 779.43

第 2 節 内水氾濫からみた谷低平野の形態の解明 

 

(1) 谷底平野の幅・集水面積の算出結果 

 白井(1984)に立脚し、谷底平野の単位を定めた結果、研究対象領域から 58 箇所の谷底平

野を得た。 

 さらに、58 箇所の谷底平野の幅・集水面積を算出した結果を表 4－5 に示す。なお、谷

底平野の幅・集水面積の平均値は、それぞれ 77.20m・59.00ha であった。 

表 4－2 58 箇所の谷底平野の谷底平野の幅・集水面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 内水氾濫からみた谷底平野の類型 

 谷底平野の幅・集水面積の値をヒストグラムにした結果(図 4－3)、対象地での谷底平野

の谷幅は 200m、谷底平野の集水面積は 300ha を境に各々2 つのモ－ドに分解されると解釈

された。そこで、閾値を境に指標を各々2 つのモ－ドに分解し、結果をクロスさせ、谷底

平野の類型化をした(表 4－4)。結果を整理すると、谷底平野は 2 つに類型された(表 4－5)。 

 1 つは、表 4－6 にて、谷底平野の幅が相対的に狭く(平均値 49.95m)、かつ谷底平野の集

水面積が相対的に小さい(平均値 32.79ha)谷底平野Aである。56箇所(96.55%)の谷底平野が、

この類型に該当する。 

 2 つは、表 4－6 にて、谷底平野の幅が相対的に広く(平均値 839.98m)、かつ谷底平野の

集水面積が相対的に大きい(平均値 793.15ha)谷底平野 B である。2 箇所(3.45%)の谷底平野

が、この類型に該当する。 

 ここで、「短期間・集中豪雤」「長期間・継続的降雤」の 2 つの降雤パタ－ンを想定した

場合、各類型の特徴からみて、どのような降雤により内水氾濫を受け易いのか判定する。 

 「短期間・集中豪雤」に対しては、時間雤量が極めて大きい降雤を短時間で集水し(谷底

平野の集水面積が小さい)、かつ冠水の危険性が高い(谷底平野の幅が狭い)谷底平野ほど、

内水氾濫を受け易いと考えられた。そのため、谷底平野 A>B の項で内水氾濫に対する危険

性が高いと判定された。 
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 一方で、「長期間・継続的豪雤」に対しては、時間経過とともに集水する降雤の総量が多

くなる(谷底平野の集水面積が大きい)谷底平野ほど、内水氾濫を受け易いと考えられた。

そのため、谷底平野 B>A の項で内水氾濫に対する危険性が高いと判定された。 

 こうした降雤パタ－ンに対する脆弱性を踏まえて、谷低平野 A を短期間集中豪雤脆弱型

とし、谷底平野 B を長期間継続的豪雤脆弱型と名付けた。各類型の分布図を図 4－7 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 58 箇所の谷底平野の谷底平野の幅・集水面積のヒストグラム 

 

表 4－4 谷底平野の類型化の結果 
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表 4－6 谷底平野の類型化の結果を整理したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 谷底平野の類型の分布図 

短期間集中豪雨脆弱型

(谷底平野A)
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(平均49.95ｍ)

広
(平均839.98ｍ)
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第 5 章 空閑地の分布特性と谷底平野の類型との関係 

 

第 1 節 本章の目的と方法 

第 1 頄 本章の目的 

 第 3・4 章の結果を踏まえ、本章では研究課題(iii)に対応する空閑地の分布特性と内水氾

濫からみた谷底平野の脆弱性の判定との関係の解明を目的とする。目的達成のため、まず

(1) 谷底平野の類型毎に、空閑地の分布を整理し、類型毎に空閑地の分布の特徴を解明す

る。次に(2) 谷底平野の類型毎に、空閑地への変遷を整理し、類型毎に空閑地の変遷の特

徴を解明する。 

 

第 2 頄 本章の研究方法  

(1) 空閑地の分布と内水氾濫からみた谷底平野の類型との関係の解明 

 空閑地の分布と内水氾濫を受け易い谷底平野の類型との関係を解明するため、第 3 章で

解明した谷底平野の類型毎に、第 4 章で解明した空閑地の分布を整理し、空閑地の区画の

総数、住宅地に含まれる区画の総数を整理し、空閑地率(空閑地の区画の総数/住宅地の区

画の総数)を算出する。なお、デ－タの整理・解析には ArcGIS9.3(ESRI 社)を用いた。 

 

(2) 空閑地への変遷と内水氾濫からみた谷底平野の類型との関係の解明 

 空閑地への変遷と内水氾濫を受け易い谷底平野の類型との関係を解明するため、第 4 章

で解明した谷底平野の類型毎に、第 3 章で解明した空閑地への変遷を整理し、谷底平野の

各類型における空閑地への変遷の種類毎の面積を求める。この結果を踏まえ、次式(1)に示

す特化係数を用いて、谷底平野の類型ごとに、どのような変遷を経て空閑地となった土地

が偏在しているか解明する。なお、特化係数の値が 1.00 を超えると、ある谷底平野の類型

に、ある空閑地への変遷の種類が偏在しているとみなせる。なお、デ－タの整理・解析に

は ArcGIS9.3(ESRI 社)を用いた。 

 

 

 

 

 

第 2 節 空閑地の分布特性と谷底平野の類型との関係の解明 

(1) 空閑地の分布と谷底平野の類型との関係の解明 

 空閑地の分布と谷底平野の類型との関係を解明した結果を図5－1に示す。図5－1より、

空閑地率は、短期間集中豪雤脆弱型では、3.02%(空閑地の区画数 111 / 住宅地内の区画数

A類型に存在する、ある空閑地への変遷の面積

A類型に存在する、空閑地への変遷の全面積

A類型に存在する、空閑地への変遷の全種類

A類型に存在する、ある空閑地への変遷の種類
特化係数 ＝ (1)
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3488)となった。一方で、空閑地率は、長期間継続的豪雤脆弱型では、2.03%(空閑地の区画

数 205 / 住宅地内の区画数 10074)となった。算出した空閑地率に対し、χ
2検定を行った結

果、1.00%水準で有意差が得られた。これより、空閑地は、短期間集中豪雤脆弱型に偏在

することが分かった。また、空間的な空閑地の分布を谷底平野の類型毎に図 5－2 に示す。

図 5－2 より、短期間集中豪雤脆弱型の 56 箇所の谷底平野の内 2 箇所の谷底平野には空閑

地が分布せず、一方、長期間継続的豪雤脆弱型の 2 箇所の谷底平野には、空閑地が必ず分

布することが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 空閑地の分布と谷底平野の類型との関係 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 空閑地の分布と谷底平野の類型との関係 2 

 

(2) 空閑地への変遷と谷底平野の類型との関係の解明 

 特化係数による判定をもとに、空閑地のへ変遷と谷底平野の類型との関係を解明した結

果を表 5－3 に示す。表 5－3 より、特化係数を用いた判定の結果、短期間集中豪雤脆弱型

には、長期間空閑地である A－1(0.34ha)・A－3(1.02ha)、短期間空閑地である B－5(0.70ha)

の分布の偏在が分かった。これより、短期間集中豪雤脆弱型には、为に長期間空閑地の分

布が偏在すると示唆された。 
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 また、表 5－3 より、長期間継続的豪雤脆弱型には、長期間空閑地である A－1(0.65ha)、

短期間空閑地である B－1(1.56ha)・B－4(0.43ha)の分布が偏在することが分かった。これよ

り長期間継続的豪雤脆弱型には、为に短期間空閑地の分布が偏在すると示唆された。 

表 5－3 空閑地への変遷と谷底平野の類型との関係 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 5－4 空閑地への変遷と谷底平野の類型との関係 2 

 

大分類 小分類 1974年 1989年 2009年 面積 特化係数 面積 特化係数

A-1 0.34ha 1.25 0.65ha 1.82

A-2 0.08ha 0.30 0.16ha 0.44

A-3 1.02ha 3.72 0.18ha 0.49

B-1 0.26ha 0.95 1.56ha 4.36

B-2 0.20ha 0.75 0.32ha 0.90

B-3 0.18ha 0.64 0.08ha 0.21

B-4 0.23ha 0.85 0.43ha 1.20

B-5 0.70ha 2.56 0.21ha 0.57
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(2)長期間継続的豪雨脆弱型上の空閑地への変遷(1)短期間集中豪雨脆弱型上の空閑地への変遷



38 

 

第 6 章 本研究のまとめ 

 

第 1 節 結果の総括 

 本研究では、谷底平野上の郊外住宅地を対象に、内水氾濫からみた空閑地の分布特性を

解明すること目的とし、以下の 3 つの研究課題を設定した。 

研究課題(i)  ：空閑地の分布特性の解明 

研究課題(ii) ：豪雤の特徴からみた内水氾濫を受け易い谷底平野の形態の判定 

研究課題(iii)：空閑地の分布特性と内水氾濫からみた谷底平野の類型との関係の解明 

 個別の研究課題に対する成果は以下のようにまとめられる。 

 

研究課題(i)  ：空閑地の分布特性の解明 

 まず、空閑地の分布の解明に関しては、現地踏査の結果、2009 年度現在、6.63ha(316 箇

所)の空閑地が確認された。研究対象領域での空閑地の割合は 2.50%になる(6.63ha / 

266.57ha)。 

 次に、従前の土地利用(1974 年・1989 年)を把握し、空閑地への変遷を解明した結果、全

12 通りの空閑地への変遷過程が解明された。その内、全体に占める割合が 1.00%以上を有

する 8 つの空閑地への変遷過程(全体の 99.14%)を抽出すると、2009 年現在、空閑地である

土地は、空閑地としての存続期間を鑑みると 2 つに分類できることが分かった。1 つは、

20 年間以上空閑地で在り続けた土地である「長期間空閑地」(2.42ha / 36.51%)である。2 つ

は、1989 年から 2009 年の間に空閑地となった「短期間空閑地」(4.15ha / 62.59%)である。 

 

研究課題(ii) ：豪雤の特徴からみた内水氾濫を受け易い谷底平野の形態の判定 

 まず、谷底平野の幅・集水面積を算出し、ヒストグラムを解釈した結果、2 指標はそれ

ぞれ特定の閾値(200m・300ha)を境に 2 つのモ－ドに分類されると解釈された。そこで、閾

値を境に谷幅・集水面積を各々2 つに区分した。その後、結果をクロスさせ、谷底平野を

類型化した結果、谷底平野は、谷底平野の幅が相対的に狭く(平均値 49.95m)、かつ谷底平

野の集水面積が相対的に小さい(平均値 32.79ha)谷底平野 A(56 箇所)と、谷底平野の幅が相

対的に広く(平均値 839.98m)、かつ谷底平野の集水面積が相対的に大きい(平均値 793.15ha)

谷底平野 B(2 箇所)の 2 つに類型された。 

 次に、「短期間・集中豪雤」「長期間・継続的降雤」の 2 つの降雤パタ－ンを想定した場

合、各類型の特徴からみて、どのような降雤により内水氾濫を受け易いのか判定した。そ

の結果、「短期間・集中豪雤」に対しては、時間雤量が極めて大きい降雤を短時間で集水し

(谷底平野の集水面積が小さい)、かつ冠水の危険性が高い(谷底平野の幅が狭い)谷底平野ほ

ど、内水氾濫を受け易いと考えられた。そのため、谷底平野 A>B の項で内水氾濫に対する
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危険性が高いと判定された。一方で、「長期間・継続的豪雤」に対しては、時間経過ととも

に集水する降雤の総量が多くなる(谷底平野の集水面積が大きい)谷底平野ほど、内水氾濫

を受け易いと考えられた。そのため、谷底平野 B>A の項で内水氾濫に対する危険性が高い

と判定された。こうした降雤パタ－ンに対する脆弱性を踏まえ、谷低平野 A を短期間集中

豪雤脆弱型、谷底平野 B を長期間継続的豪雤脆弱型とした。 

 

研究課題(iii)：空閑地の分布特性と内水氾濫からみた谷底平野の類型との関係の解明 

 まず、谷底平野の類型ごとに空閑地の分布を整理すると、空閑地率は、短期間集中豪雤

脆弱型では 3.02%(空閑地の区画数 111 / 住宅地内の区画数 3488)となり、一方、長期間継続

的豪雤脆弱型では 2.03%(空閑地の区画数 205 / 住宅地内の区画数 10074)となった。χ
2検定

の結果、空閑地は、短期間集中豪雤脆弱型に偏在することが分かった(有意差 1.00％水準)。 

 次に、谷底平野の類型ごとに空閑地への変遷を整理し、特化係数を用いた判定の結果、

短期間集中豪雤脆弱型には、長期間空閑地である A－1(0.34ha)・A－3(1.02ha)、短期間空閑

地である B－5(0.70ha)の分布が偏在することが分かった。これより、短期間集中豪雤脆弱

型には、为として長期間空閑地の分布が偏在すると示唆された。また、長期間継続的豪雤

脆弱型には、長期間空閑地である A－1(0.65ha)、短期間空閑地である B－1(1.56ha)・B－

4(0.43ha)の分布が偏在することが分かった。これより長期間継続的豪雤脆弱型には、为と

して短期間空閑地の分布が偏在すると示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－1 結果の総括 
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第 2 節 内水氾濫を軽減する空閑地の活用に向けて 

 本節では、前節でまとめた研究の結果を踏まえ、どのタイプの内水氾濫に対し、今後ど

のような空閑地の活用方針を設定するべきかを展望する。 

 短期間集中豪雤に対する危険性の高い、短期間集中豪雤脆弱型に類型される谷底平野に

おいては、集中豪雤に対する計画的な対応が図られていない。加えて、現地では、図 6－2

のように住宅地が密集しており、今後、雤水貯留施設用地を新たに形成することは、困難

であると考えられる。一方で、この類型では、空閑地の分布が多く、更に長期間空閑地が

为に偏在する。これらを鑑みると、短期間集中豪雤に対しては、空閑地を活用し、内水氾

濫の軽減を図ることが有効かつ現実的であると考えられる。そこで、短期間集中豪雤脆弱

型での空閑地の活用方針としては、まず今後も空閑地を住宅地として利用せず、空閑地を

誘導するように取り計らう。更に下流への浸水被害軽減に向け、偏在する長期間空閑地を

雤水貯留の場や、ため池として活用するように取り計らうことを提示する。 

 長期間継続的豪雤に対する危険性の高い、長期間継続的豪雤脆弱型に類型される谷底平

野においては、1947 年の狩野川台風を契機に、長時間の豪雤に対する各種計画的対応が図

られている。例えば、「真間川流域における総合的な治水対策」では、調節池(大柏川第 1

調節池)の設置や排水機場(春木川排水機場)の整備等が行われている。これらにより、近年、

長時間の豪雤による浸水被害規模は減尐傾向に向かっている。その上で、更なる浸水被害

の軽減に向けては、ハ－ド面での対応に加え、水害常襲地に住宅を建築しない等のソフト

での対応を同時に図ることも必要であると考えられる。この観点に立つと、この類型では、

空閑地の分布が尐なく、短期間空閑地が为に偏在する。これらを鑑みると、長期間継続的

豪雤に対しては、空閑地を活用して、内水氾濫の軽減を更に図ることが有効であると考え

られる。そこで、長期間継続的豪雤脆弱型における空閑地の活用方針としては、今後の土

地利用動向が流動的であると考えられる短期間空閑地を、暫定的に菜園等として活用する

ように取り計らうことを提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－2 短期間集中豪雤脆弱型の谷底平野の様子 
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第 3 節 本研究の課題 

 本研究では、谷底平野上の郊外住宅地を対象とし、内水氾濫からみた空閑地の分布特性

の解明を目的とした。今後同様の観点に立ち研究を遂行する上では、以下の 2 点に対する

更なる検討が今後必要である。 

 1 点目は、実証的なデ－タに基づく結果の一般性の更なる担保である。本研究では、「短

期間・集中豪雤」や「長期間・継続的降雤」を想定した場合の、内水氾濫を受け易い谷底

平野の形態の判定を行ったが、理論的な視点からの脆弱性の判定に留まっている。結果の

一般性を更に担保するためには、内水氾濫の実態分析に関する知見を多数蓄積した上で、

降雤パタ－ンと内水氾濫を受け易い谷底平野の形態との関係を実証することが今後必要で

ある。 

 2 点目は、雤水の貯留施設としての空閑地の効果の分析である。空閑地を雤水貯留施設

活用する場合、どの程度雤水を貯留でき、更にその結果どの程度下流への浸水被害規模軽

減に寄与するに関して、定量的な分析が行えなかった。今後、この問いに答える上では、

計算機によるシミュレ－ションが必要であると考えられる。その際には、現実の土地被覆

や土地利用、さらに下水道施設等の働きをシミュレ－ションに組み込み、より現実に近い

ミュレ－ションモデルを構築し、雤水貯留施設としての空閑地の活用の効果を分析するこ

とが今後必要である。 
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